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第１章  環境影響評価方法書の公告、縦覧、説明会及び意見書 

 

１．環境影響評価方法書の公告及び縦覧 

「環境影響評価法」第 7 条の規定に基づき、当社は環境の保全の見地からの意見を求めるた

め、方法書を作成した旨及びその他事項を公告し、方法書を公告の日から起算して１月間縦覧

に供するとともに、インターネットの利用により公表した。 

 

（１） 公告の日 

平成 27 年 8 月 25 日（火） 

 

（２） 公告の方法 

 平成 27 年 8 月 25 日付けで、以下の日刊新聞紙に「公告」を掲載した。 ①

［別紙１参照］ 

・静 岡 新 聞（朝刊 28 面、全域版） 

・中 日 新 聞（朝刊 19 面、東海本社版） 

・朝 日 新 聞（朝刊 29 面、静岡版） 

・読 売 新 聞（朝刊 33 面、静岡版） 

・毎 日 新 聞（朝刊 27 面、静岡版） 

・産 経 新 聞（朝刊 23 面、静岡版） 

・日本経済新聞（朝刊 33 面、静岡版） 

 

 上記の広告に加え、次の「お知らせ」を実施した。 ②

・自治体の広報誌へ掲載した。             ［別紙２参照］ 

  広報しずおか 9 月号（No．282）P15 

・自治体（静岡県、静岡市）ホームページへ掲載した。  ［別紙３参照］ 

・当社ホームページへ掲載した。            ［別紙４参照］ 

 

（３） 縦覧場所 

自治体庁舎 4 箇所及びインターネットの利用による縦覧を実施した。 

 自治体庁舎 ①

・静岡県庁 くらし・環境部 （静岡市葵区追手町 9番 6号） 

・静岡市葵区役所 市政情報コーナー（静岡市葵区追手町 5番 1号） 

・静岡市駿河区役所 市政情報コーナー（静岡市駿河区南八幡町 10 番 40 号） 

・静岡市清水区役所 市政情報コーナー（静岡市清水区旭町 6番 8号） 

 インターネットの利用 ②

当社ホームページに方法書の内容を掲載した。      ［別紙５参照］ 
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（４） 縦覧期間 

平成 27 年 8 月 25 日（火）から平成 27 年 9 月 25 日（金）までとした。 

静岡県くらし・環境部では、平日の午前 8 時 30 分から午後 5 時 15 分までとして、静岡

市の各市政情報コーナーでは、平日の午後 9 時から午後 5 時までとした。当社ホームペー

ジでは、さらに縦覧期間終了後も平成 27 年 10 月 9 日（金）まで閲覧可能とした。 

インターネットの利用による電子図書の閲覧は、縦覧期間中には常時アクセス可能な状

況とした。 

 

（５） 縦覧者数 

 縦覧者確認簿記載者数 ①

総数   13 名（縦覧者記録用紙記載者数） 

（内訳） 

・静岡県庁      0 名 

・静岡市葵区役所   2 名 

・静岡市駿河区役所  0 名 

・静岡市清水区役所 11 名 

 

 方法書及び要約書を公表したウェブサイトへのアクセス数：3072 回 ②

 

２．環境影響評価方法書についての説明会の開催 

「環境影響評価法」第 7 条の 2 の規定に基づき、方法書の記載事項を周知するための説明会

を開催した。説明会は、発電所計画地点である静岡県静岡市で開催し、説明会の開催の公告は、

方法書の縦覧等に関する公告と同時に行った。 

 

開催地区 開催日時 開催場所 来場者数 

静岡県 

静岡市 

平成 27 年 9月 9日(水) 

18:00～20:00 

清水文化会館マリナート 

(静岡市清水区島崎町 214) 
172 名 

平成 27 年 9月 13 日(日) 

13:30～15:30 

静岡労政会館 

(静岡市葵区黒金町 5-1) 
80 名 

 

 

３．環境影響評価方法書についての意見の把握 

「環境影響評価法」第 8 条第 1 項の規定に基づき、環境保全の見地からの意見を有する者の

意見書の提出を受け付けた。 
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（１） 方法書についての意見の把握 

 意見書の提出時期 ①

平成 27 年 8 月 25 日（火）から平成 27 年 10 月 9 日（金）まで 

（縦覧期間及びその後 2 週間、郵送の受付は当日消印有効とした。） 

 

 意見書の提出方法                  ［別紙６参照］ ②

当社への郵送による書面の提出 

 

 意見書の提出状況 ③

意見書の提出は 20 通（意見の総数：40 件）であった。 
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［別紙１］  

日刊新聞紙に掲載した公告内容 

（静岡新聞、中日新聞、朝日新聞、読売新聞、毎日新聞、産経新聞、日本経済新聞） 
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［別紙２］  

静岡市広報「静岡気分」（平成 27 年 9 月号） 
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［別紙３］  

静岡県ホームページに掲載したお知らせ 

 

○平成 27 年 9 月 3日から掲載 
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静岡市ホームページに掲載したお知らせ 

 

○平成 27 年 8 月 25 日から掲載 
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［別紙４］  

当社ホームページに掲載した内容 

○平成 27 年 8 月 25 日（火）から平成 27 年 10 月 9 日（金）まで掲載 
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11 
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［別紙５］  
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［別紙６］  
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第２章  環境影響評価方法書について提出された意見の概要と事業者の見解 

 

「環境影響評価法」第 8 条第 1 項の規定に基づいて、事業者に対して意見書の提出により述べ

られた環境の保全の見地からの意見は 40 件であった。 

「環境影響評価法」第 9条及び「電気事業法」第 46 条の 6第 1項の規定に基づく、方法書につ

いての意見の概要並びにこれに対する当社の見解は、次のとおりである。 
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方法書について述べられた意見の概要と事業者の見解 

 
１．事業計画 
No. 意見の概要 事業者の見解 

1 配慮書の主旨（事業の位置・規模が妥当であるか）

に対する回答には地域住民の立場が配慮されていま

せん。環境影響評価は本来、住民のためのものです。

住民の立場で位置、規模が妥当か（安全か）の調査

を行って、その結果を示して下さい。 

本発電所建設計画は、静岡県及び市の土地利用方

針や今後の活性化計画とも整合しているものと考え

ており、配慮書においても事業の規模、位置、配置

等に関する考えを示してきました。 

また、本方法書は、環境影響評価法に基づき「環

境影響評価を行う方法」について作成したものです。

今後、周辺の自然的・社会的状況を踏まえ、大気環

境、騒音・振動、景観について十分に配慮し、周囲

の環境に与える影響に関しては環境影響評価法に基

づき適切に予測、評価を実施してまいります。 

安全や経済効果の問題は環境影響評価法の対象外

ですが、安全面については、「電気事業法」、「消防法」、

「建築基準法」等、各種の法律ならびに技術基準等

に基づいて安全性の高い設備設計を行ってまいりま

す。環境影響評価の手続きとして、引き続き静岡県

及び静岡市に意見をいただきながら進めてまいりま

す。 

2 平常時はもとよりですが、地震のようにいつ来る

かわからないが、いつかは来るという自然災害、人

為的過失による災害からの不安の除去こそ安全な生

活を保障するもの（環境の保全）と考えています。

駅から近く、港にも近い施設があるからといって、

我が国最大規模の発電所があると知ったら、人は安

全と思って集まるでしょうか。それよりも貴社の利

益を優先されるのでしょうか。 

3 立地についてあらかじめ静岡県、静岡市などの行

政と打合せをしていると思います。事業予定地は、

住民だけでなく、不特定の大勢の人たちが集まる「賑

わいゾーン」に接しています。いつ生じるかわから

ないここでの災害に対する不安感、風評などは無視

してよい、と県知事、市長は言ったのでしょうか。

4 建設計画地は、行政が市民交流の場と位置づけて、

多くの施設や公園等で賑わっている地域に接してい

ます。確かに、計画地は工業地域及び港湾地域とな

っており、市街地活性化地域には含まれていません。

だから問題は無いと考えておられるのでしょうか

（静岡市議会での行政の答弁）。「環境影響評価」と

は当該事業が周囲の環境に与える影響を評価するこ

とであるという認識（常識）は持っておられないの

でしょうか。市民は行政だけでなく、貴社の認識を

疑っています。静岡市に確認してください。 

5 市民の安全・安心よりも経済活性化が大切であり、

それに貢献すると考えているのでしょうか。どのよ

うな効果があるのでしょうか。具体的にまた定量的

に示してください。その判断が環境影響評価です。

6 方法書の中で配慮書に対する意見が配慮されてい

ません。配慮書は本事業の位置や規模が適切である

かを住民に納得してもらうためのものと思います。

しかし、これに対する回答では、貴社の都合（貴社

の所有地、LNG 基地に隣接、多方面への送電可能、

規模は電力事情による）だけが書かれており、地域

住民、ここを訪れる一般の人たちの立場は全く無視

されています。駅から近く、港にも近く、種々の公

共施設があり、大勢の人たちが利用しています。こ

のようなところに日本で最大級の発電所があると知

ったら、人は安全と思って集まるでしょうか。どの

ような危険が考えられるかを示して、調査、検討し

てその対策を示し、ここを利用する住民だけでなく、

国の内外から集まる人たちに安全であることを示し

てください。 
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No. 意見の概要 事業者の見解 

7 静岡市議会で、「工業地域及び港湾地域となってお

り、市街地活性化地域とは全く異なっており、問題

は無い」と行政が答弁しました。行政のこの言葉で

建設位置は妥当であるとされたのでしょうか。これ

は「周囲の環境保全」が主旨である環境影響評価法

に反するものではないでしょうか。 

本事業は、県の「駿河湾港整備基本計画」で「エ

ネルギー関連ゾーン」に指定されている弊社エリア

工業専用地域内に発電所を建設するものです。隣接

する「水産・交流拠点ゾーン」と位置付けられてい

る計画地南側部分を含め、人と自然との触れ合いの

活動の場という視点でも周辺の環境に配慮して検討

を進めてまいります。 8 静岡市議会での議員の質問に対して、「工業地域だ

から建設には問題ない」と行政が答弁しました。こ

れは排ガスを工場敷地内から出しして周囲にまき散

らすのと全く同じケースで、環境影響評価の根本理

念に行政が全く無知であることを示しています。こ

の行政対応を根拠にして建設立地が妥当であると考

えられるのでしょうか。 
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２．環境 
No. 意見の概要 事業者の見解 

1 大気汚染の悪化。浜岡原発の 1.5 倍の巨大さが、

コンバインドサイクルを導入しても、清水の空と海

を汚すのは確実です。低減の言葉で逃げていますが、

予測される次の件については反論できますか？ 

LNG 火力発電所の排熱生産は気温と海温の上昇を

もたらし、風下では気温は１度以上、湿度も上昇し

暑くなります。CO2 の排出は年間 550 万トン、なん

と静岡市の排出量とほぼ同量を排出し、喘息や肺ガ

ンに関係する窒素酸化物も膨大な量を排出します。

環境基準値のクリアーだけでは、健康被害を予測で

きません。日々の身体への蓄積が問題なのです。予

定地に生息する動物の調査がありましたが、何を意

味するのかわかりません。工事の騒音、環境汚染で

いなくなる動物よりも、膨大な温排水（薬品処理）

によるシラス・桜エビの稚魚の影響について説明す

べきです。 

今回の計画は大工事そのものが、大変な環境汚染

をもたらすことを知り逃げ出したくなりました。風

光明媚な清水の自然を１企業の利潤追求のためにダ

イナシにしていいのですか？  

ご意見の排熱生産は気温と海温の上昇をもたらす

とのことですが、復水器の冷却に冷却塔方式を採用

しますので、既設排水口から排水される冷却塔ブロ

ー水による温度上昇はわずかです。排煙による気温

上昇については、上空で拡散するためほとんど周囲

への影響を及ぼさないものと考えます。 

CO2 対策については、先般、電事連等で策定した

「電気事業における低炭素社会実行計画(H27.7)」の

取組みである BAT の参考表(A)以上の技術を採用す

ることとしており、実用化されている最新鋭の発電

技術の採用により、発電電力量当たりの二酸化炭素

排出量を低減する計画としております。 

また、窒素酸化物の排出については、最新鋭の排

煙脱硝装置を用いて影響を低減します。配慮書で述

べましたように、発電所稼働後においての将来予測

寄与濃度は既存の自動車等から発生するバックグラ

ウンド濃度の 1%未満であり、環境基準を満たしてお

ります。 

シラス、サクラエビについては、港外に漁場があ

り、排水の影響は排水口付近に留まることから影響

は少ないと考えます。 

なお、評価項目としての「温排水」は、海水冷却

方式を用いる場合の冷却水の放水であり、本事業に

おいては海水冷却ではなく冷却塔を採用しているこ

とから、該当しません。冷却塔ブロー水を含む発電

所一般排水は、LNG 冷排水と排水槽で合流させてか

ら排水します。 

2 環境影響評価項目を四季を通じて一年間調査する

とのことですが、この発電所が建設され何十年と稼

動すれば、その何十年かが積み重なった値はどうな

るでしょうか。一年間調査した値のままですか。そ

の近隣に住んでいる人たちへの身体・精神の何十年

かの影響はどうなるのでしょうか。また南海トラフ

地震のことを考えれば、この埋立地での建設は災害

を最大級にするとしか考えられません。その際の全

保証をする覚悟の上での建設ですか。 

貴社が「東燃ゼネラル石油は、安全、健康、環境

の確保を操業の大前提と考え、事業を継続し社会の

発展に寄与」と謳っているのであれば、この建設予

定は謳い文句に反しています。 

3 発電所建設予定地のすぐ近くに住んでいる者で

す。法律の規定に基づいて、環境に十分配慮された

発電所を建設されるとは思いますが、たとえ微量で

あっても有害物質を含む空気を長期的に吸い続ける

ことになるということに不安を感じています。万が

一近隣住民に健康被害が出た場合、どのような補償

をしていただけるのでしょうか。公害による健康被

害は因果関係が証明されるまでに長い時間を要する

ことが多いと思いますが、それでは困ります。健康

被害の出ない発電所の建設が大前提ではあります

が、もし万が一被害が出てしまった時にどのような

対応、補償をして頂けるのか建設が始まる前に近隣

住民に対して明確に示して頂きたいです。 
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No. 意見の概要 事業者の見解 

4 冷却塔ブロー水（添加剤入り）13,300t/日の排水

は LNG の排水溝に混入させ、湾内に排水する計画の

ようですが、LNG の排水溝は-164℃の液体 LNG を気

体の LNG に戻すため、大量の海水を使用し、常温海

水より 3℃低い排水が流れていると聞きます。現状

の排水溝の状態と、実施後、水温・流量・流れ等ど

のようになるのか、排水口から出る水が湾内の海水

と同化するまでの状態を示してほしい。 

また、工業用水の水質が悪いと聞きます、確認を

お願いいたします。 

稚鮎は湾内を回遊し、塩分濃度の低い低水温の河

口へ接近し遡上を始めると考えられているので、排

水口が仮想の河口となると考えられ、ここで道草す

ると、興津川に遡上する時期が遅くなり、結果鮎の

生育が悪くなる可能性があると思われる。 

冷却塔ブロー水を含む発電所一般排水は、LNG 冷

排水と排水槽で合流させてから排水します。 

一般排水が単独で排出された場合、水温が 1 度以

上上昇する範囲と、海水に対して塩分濃度が 1‰（パ

ーミル）以上低い範囲は、排水口付近の事業者敷地

と袖師第二埠頭に挟まれた海域内に留まります。 

本事業においては、東駿河湾工業用水道と静清工

業用水道から供給を受けます。 

工業用水は適切な水質管理を実施した上で排出し

ます。 

冷却塔ブロー水は、清水 LNG 袖師基地東側から取

水した LNG 気化水と合流させた後、清水油槽所北側

の排水口より排水します。排水口付近の海水の塩分

濃度は、LNG 気化水の取水口付近の海水より低いこ

とから、排水が排水口付近の塩分濃度を低下させる

ことはありません。 
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No. 意見の概要 事業者の見解 

5 

 

配慮書に対する経産省、静岡県、一般市民から CO2

排出量に関する意見がありました。計画のままでは

現在の静岡市の総排出量の６割にあたるものが新た

に排出されるわけです。CO2 の削減という世界的な

方向に逆らっていませんか。”石炭火力に比べて原

単位が小さい”ことで市民は騙されません。削減の

方策を示してください。 

温暖化対策はグローバルな問題であり、国民各層

の理解と協力、国際的な取り組みが重要です。温暖

化問題で大切なのは、経済活動を低下させたり国民

生活に不便を与えたりすることを極力避けながら、

進んだ技術を取り入れる等の方法で温暖化ガスの排

出（すなわち燃料使用）を低減させるということで

す。その点、本計画のような高い効率の最新鋭発電

設備を導入することは、全国にまだ残る効率の低い

旧式な発電設備との代替効果により「全体として」

の温暖化ガスの低減に貢献することができます。 

CO2 対策については、先般、電事連等で策定した

「電気事業における低炭素社会実行計画(H27.7)」の

取組みである BAT の参考表(A)以上の技術を採用す

ることとしており、実用化されている最新鋭の発電

技術の採用により、発電電力量当たりの二酸化炭素

排出量を低減する計画としております。 

また、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づ

く温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度による

と、電気事業による CO2 排出量は、配分前と配分後

という考え方に則り算定します。 

配分前とは、発電所における燃料の使用に伴うCO2

排出量のことです。 

配分後とは、このうち発電所と事務所等の所内消

費に伴う CO2 排出量のことです。 

静岡市からの排出量に追加されるのは、配分後の

CO2 排出量であり、発電所内における消費分のみ計

上することになります。LNG 火力の場合、発電所か

ら排出される全 CO2 のうち、所内消費分は 2%程度で

あり、本事業からの排出量は 7 万トン程度になりま

す。これに対して静岡市からの温室効果ガス排出量

は、2010 年度において 596 万トンです。 

 

 

6 本計画は地球温暖化への対策であると述べておら

れます。しかし、人々の生活、活動の中心地で計画

されることは以下の点から矛盾に満ちており、理解

できません。説明して下さい。 

本計画では、静岡市の CO2 排出量は現在に比べて

6 割増大します。これでは静岡市の総ての工場が励

んでいる排出削減は全く無意味となりませんか。削

減努力など不要だといっているようなものです。ま

た、市民は庭の落ち葉焚きも抑制して地球温暖化対

策に協力しています。しかし、発電所が稼働したら、

周辺の住民は貴社の煙突を見ながら、そのような努

力などばかばかしいと感じるでしょう。静岡市民が

地球温暖化対策をばかばかしいと感じ、無視するよ

うになったら、世界の国々は、そして将来の世代は

なんといって非難するでしょうか。地球温暖化対策

に寄与するためという本事業は全く逆の結果をもた

らすと考えませんか。 

石炭火力に比べれば天然ガスの CO2 の排出量は原

単位で極めて小さいという点を強調されており、170

万 KW という大規模発電では排出総量は上記のよう

に極めて大きくなることを市民も行政も知りませ

ん。この点を明言して、どこまで削減できるかを示

して、その評価を得てから、計画を進めて下さい。

既に、世界の CO2 は地球環境としての許容量を超え

ていることは誰も疑っていません。現状の削減に努

力しているところであり、本計画のような新たな生

成は慎むべきです。市民は貴社の世界観、企業観、

そして誠意と努力を見守っています。 
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３．地震・防災 
No. 意見の概要 事業者の見解 

1 地点・規模の危険性に対し、「安全確保は関係法令

を遵守し、関係機関との協議で設計、運用する」と

回答されました（方法書第 7章）。これは間違った対

応です。環境影響評価の中で検討した後に他省庁と

協議し、法令との整合性を図るということです。「建

設地点、規模が環境保全の立場から安全であるかの

検討に住民が参加する」ために「配慮書」が新しく

義務づけられたことをどのように理解されているの

かご回答下さい。 

本方法書は環境影響評価法に基づき「環境影響評

価を行う方法」について作成したものです。 

設備の安全性や災害による影響の問題は環境影響

評価法の対象外であるため記載しておりません。地

震、防災対策に関しては今後行う詳細設計、許認可

手続きの中で、「電気事業法」、「消防法」、「建築基準

法」等、各種の法律ならびに技術基準等に基づいて

安全性の高い設備設計を行ってまいります。 

また、運転開始後につきましても、適切な運転管

理、保守点検を行い、設備保全に努めてまいります。2 「配慮書」、「方法書」では平時の大気、水質など

の環境保全だけが検討されています。3.11 災害以後

は平時の安全よりも、想定外と言えなくなった災害

時の事故の危険性を市民は心配しています。市民の

安全は経済活性化以前の問題で、発電所を作らなけ

ればその危険性はないわけですから、計画は取りや

めるべきと再考されませんか。 

3 上記のように、想定外の災害・事故に対して市民

は不安を感じています。これに対する認識が「配慮

書」にも「方法書」にも見ることができません。計

画を進めるのであれば、想定外の事故に対する不安

や風評を取り除く調査を行い、その調査結果を示し

てからにすべきです。 

4 東日本地震津波以後は、平時の安全よりも、いつ

起るか分らない災害時の事故の危険性を市民は心配

しています。本方法書ではこのような災害起こらな

いように、また起ったときの対策について全く触れ

ていません。何故ですか。 

本計画のような大規模の発電所を人の集まるこの

ようなところに作らなければ、少くとも発電所があ

ることによる二次災害はないわけですから、計画は

取下げるべきです。市民の安全が総てに優先されね

ばなりません。 

市民の安全・安心よりも経済活性化が大切であり、

それに貢献し、市民・住民のためになると考えてい

るのであれば、その効果を具体的にまた定量的に示

して下さい。この判断がなされて初めて市民住民が

納得できる環境影響評価となります。 

5 東日本大地震の後では、平時の安全よりも、想定

外と言えなくなった災害時の事故に対して市民は不

安を感じています。これに対する認識が「配慮書」、

「方法書」のどちらにも全く見られません。平時の

大気、水質などが検討されているだけです。本事業

が稼働しているときに生じる想定外の事故（火災、

爆発、ガス・油流出、漂流物など）の不安、風評を

取り除く以下のような調査項目を追加してくださ

い。 
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調査項目 調査方法 評価方法 

地域社会

の安全  

交流ゾーンでのアンケー

ト・聞き取り 

・現在の利用者数の実地調

査 

・建設後の利用者数のシミ

ュレーション 

集まり、利用

の減少 

6 想定外の事故に対する不安や風評を取除く調査を

行なって下さい。東日本地震災害以降、多くの自然

災害、その人災である二次災害、また、まさかと思

うような人為的な工場火災などが続いています。平

常時の安全よりも、想定外と言えなくなったこのよ

うな災害の危険性を市民は心配しています。いつか

は生じる危険が想定されるところに本事業のような

大規模の火力発電所を建設したら後世の叱りを受け

ます。 

7 環境影響評価法第三条の二には、「環境の保全に配

慮すべき事項について検討を行わねばならない」と

なっています。「非常時を含めた生活の安全」こそ環

境保全の第一です。隣接地は国、県、市の上位計画

による「交流ゾーン」ですが、我が国上位 4%に入る

発電規模と知って、住民だけでなく、種々の人たち

が安全と思って集まりますか。上記の法を無視、ま

たは正しく理解されていないのではないですか。ご

回答ください。 

8 方法書第 7章の中で、「安全については他の法令に

基づいて関係機関と協議する」と書かれました。危

険性、安全性についてはこの環境影響評価手順の中

では扱わないということですか。 

環境保全の中心にあるのは住民の安全でないです

か。これを検討するために環境影響評価法が作られ

たのではないですか。 

環境影響評価法のどこに「危険性、安全性は扱わ

ない」と書いてあるのですか。示してください。 
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No. 意見の概要 事業者の見解 

9 清水マリナートでの説明会で、本計画は人の集ま

るところに隣接しているという意見がありました。

これに対して、品川火力、吉の浦火力、仙台火力、

富山新港火力などはもっと近くにあるという回答は

その場しのぎでごまかしです。さらに、これらは発

電規模も小さく、建設時期も 3.11 災害以前であり、

本計画と比較はできません。このような回答は出席

者だけでなく、地元、市民を愚弄するものです。謝

罪、訂正の場を設けて下さい。 

方法書の説明会において、市街地に近い発電所に

ついてのご質問があったため、例を示して回答致し

ました。 

工事中及び運転開始後は、適切な運転管理、保守

点検を行い、設備保全に努めてまいります。 

 

10 清水マリナート、静岡労政会館での説明会に出席

しました。 

火力発電の建設計画地は多くの人の集まるところ

に隣接しており、いつ起こるか分からない災害の危

険性が心配だという意見がありました。これに対し

て、“品川火力などはもっと近くにある”と回答され

ました。さらに“品川火力の近くに住んでいるが、

近くには商店街もある”と説得力のある回答をされ

ました。しかし、品川火力は 1960 年の稼働であり、

その建設以前に現在の住宅、商店街ができていたわ

けではありません。現在のような想定外の災害に対

する危険の認識がなかったために、火力建設以後に

町ができてきたものです。東日本地震以後のように、

想定外の災害に対する危険認識が一般化した現在で

も、品川のような住宅、商店街の中に火力建設が可

能だと考えられるならば、あまりにも住民感覚を無

視した非常識な身勝手さと言わねばなりません。行

政が諸施設を整備し、賑わいの場となっている本計

画地に対してもこれと同じ発想であるならば、決し

て許されません。 

11 配慮書に対する意見と貴社の回答が方法書にあり

ました。その中で、危険であるという意見に対して、

「安全については他の法令に基づいて関係機関と協

議する」と回答されています。法の主旨を正しく理

解して下さい。環境影響評価法の主旨に従えば、先

ず環境影響評価の中で検討し、その後で関係機関や

他の法令との整合性がとられるべきでしょう。「安

全」＝「環境保全」ですから。例えば、川崎市環境

影響評価技術指針でも、「火災、爆発、化学物質の漏

洩など」が「安全項目」として取り上げられていま

す。 

方法書に「安全」の項目を加えて、平常時だけで

なく災害時の安全に対する調査を行って下さい。例

えば、発電所がなければ、地震時の発電所火災、LNG

タンク爆発、LNG タンカー漂流による二次災害など

は生じません。建設したために発生する事故の規模

の相違を示して下さい。 

本方法書は環境影響評価法に基づき「環境影響評

価を行う方法」について作成したものです。 

安全については、環境影響評価法の対象外である

ため記載しておりません。 
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No. 意見の概要 事業者の見解 

12 LNG タンカーがタンクにガスを供給している時、

地震が発生し津波が押し寄せ、タンカーが横転しガ

スもれになったらどう対処するのですか？ 

予定地は安政の大地震で隆起した場所であり、予

想される南海トラフ大地震では沈下するのか隆起す

るのか、わからない埋立地です。最高の技術で地盤

を強化しても地震がおそえば液状化し、配管やタン

ク本体の亀裂からガス漏れし、大火災がおきる可能

性は高いのです。市街地に隣接し、緩衝帯の設置が

できない最悪の立地条件であることを認識し、計画

を撤回して下さい。 

現在、事業計画地を含む弊社清水油槽所は、隣接

する清水エル・エヌ・ジー株式会社と共同防災を行

っております。油槽所内に消防車を 3 台配置してお

り、有事の際には、両社協力して災害対策などの対

応を行います。 

発電事業開始後は、発電所も共同防災の一員とし

て協力して防災にあたるものと考えております。 

 

13 供給される天然ガスは別会社からのものであるか

ら本環境影響評価から除くというのは矛盾していま

す。例えば本計画で使用する LNG は大量であるから、

LNG を運ぶタンカーの事故については本環境影響評

価の中で検討されねばなりません。また LNG を液化

するのは別会社であっても、その量、作業は現場と

比べて無視できないから、その過程や液化に伴う冷

排水の影響もこの中で検討されねばなりません。 

燃料を運搬するタンカーや LNG を気化する業務

は、別会社の実施事業ですので、本発電事業の環境

影響評価の対象となりませんのでご理解下さい。 

  

14 本事業で使用する LNG を運ぶタンカーの想定外事

故については本環境影響評価で行わねばならない。

LNG を供給するのは別会社であっても、その量、作

業は現在と比べて無視できないから、本環境影響評

価の中でなされねばならない。 

また、LNG を液化するのは別会社であっても、液

化の過程、液化に伴う冷排水の影響などは本事業の

ためのものであって無視できないから、本事業の責

任であってこの環境影響評価から除外することはで

きない。上記のように他社が行うものであっても、

本事業のために生じる項目は本環境影響評価で検討

されねばならない。 

15 LNG を液化するのは別会社であっても、本事業の

燃料として使うための工程です。LNG は現在の 2.1

倍に増えるということであり、液化のための冷却水

は少なくとも 2 倍になり、作業も現状と比べて無視

できない規模となるでしょう。工程の安全性（危険

性）や冷排水の影響は本環境影響評価の中で調査、

検討されねばなりません。 

16 想定外の事故に対する検討を行って下さい。 

平常時はもとよりですが、地震のようにいつ来る

かわからないが、いつかは来るという自然災害、ま

た人為的過失による災害からの不安の除去こそ環境

の保全として大切です。 

例えば、LNG を運ぶタンカーが着岸しているとき

に地震が起こったら、どんな災害となるでしょう。

本事業により寄港する LNG タンカーの量はこれまで

の 2 倍になるといいます。地震そのものによる災害

だけでなく、油流出による火災などの二次災害は東

北地震で経験済みです。タンカーは別会社だからと

は言えません。本事業がなければ生じない災害です

から、この環境影響評価で検討してください。 
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17 平常時の環境影響評価は本方法書で書かれていま

す。しかし、地震のようにいつ来るかわからないが、

いつかは来るという災害からの不安の除去こそ環境

の保全だと市民は考えるようになっています。例え

ば、LNG を運ぶタンカーが港内にいるときに地震が

起こったら、東北地震での気仙沼港と同様です。タ

ンカーは別会社であってもこの環境影響評価で検討

されねばなりません。他の想定外の事故に対する検

討も行って下さい。 

18 東日本地震災害以後、いわゆる想定外の事故が頻

繁に起こっており、想定外という認識はなくなりま

したが、本方法書では平常時だけを対象としていま

す。地震のように、いつかはきっと来るという災害

に対する不安を市民は考えるようになっています。

新しく作られるものに対してはこの不安を除くこと

が環境影響評価の役割です。例えば、地震が起こっ

たら、本事業でこれまでの 2 倍になるという可燃性

の LNG は清水区全域にわたる大規模火災を引き起こ

します。東北大地震のときの気仙沼の例で明らかで

す。また２倍に増えるという LNG タンカーが清水港

内に停泊、着岸しているときならばどのような二次

災害を引き起こすでしょうか。これらこそ環境影響

評価で検討して、市民を安心させてください。 
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４．手続き、周知、その他 
No. 意見の概要 事業者の見解 

1 国には「配慮書を公開するまえに、社会混乱が生

じないように、計画位置、規模について地元との調

整を行いなさい」（「発電所に係る環境影響評価の計

画段階環境配慮書における複数案等の考え方」経済

産業省；平成 25 年）といっています。隣接地は行政

が定めた「交流（賑わい）ゾーン」ですが、住民だ

けでなく、不特定に集まる大勢の人たちの不安感、

風評は無視してよい、と県知事、市長が答えたとは

考えられません。知事が心配している浜岡原発の想

定外の危険性とどこがちがうのでしょうか。静岡県

知事、静岡市長がどのように対応したかをご回答下

さい。 

本発電所建設計画は、静岡県及び市の土地利用方

針や今後の活性化計画とも整合しているものと考え

ております。配慮書においては県知事意見及び市長

意見を頂いております。 

方法書の審査においても、静岡県知事及び静岡市

長それぞれのご意見を頂き進めてまいります。 

2 「配慮書」に対する行政、住民からの多くの意見

に対し、方法書では、「意見を配慮する」とのみ回答

しています。例えば、「計画地南部分を含め、人と自

然の触れ合いの場という視点でも周辺環境に配慮す

る」としていますが、方法書のどこにどのように配

慮すると書かれましたか。「方法書」は「配慮書」に

対する意見を踏まえて作られるものです。それぞれ

の意見に対して、方法書の中で具体的に対応を示し、

調査項目の中で、調査方法、評価方法を示すべきで

す。 

方法書は環境影響評価の調査・予測・評価の手法

を検討した図書の位置づけです。詳細な設備設計や

工事計画、それによる周辺環境への影響に関しては、

次の段階である準備書で示します。いただいた環境

の保全の見地からのご意見を含め具体的な配慮内容

や計画諸元等は準備書に記載する考えです。 

今後の調査・予測、環境保全措置の検討、評価に

あたっては、いただいた環境の保全の見地からの意

見に配慮しながら具体的に検討してまいります。 

 

3 方法書は上記を考慮して書き直し、再提出してく

ださい。 

4 配慮書の検討結果が方法書に活かされていませ

ん。 

配慮書には多くの疑問、質問、意見が出されてい

ますが、方法書第７章ではそれぞれに対して“配慮

する”とだけ回答されています。しかし、方法書の

どこに具体的にどのように配慮することにしたと書

かれていますか。それぞれの意見に対して、方法書

の中で具体的に対応を記述し、調査項目としてとり

あげ、調査方法、評価方法を示してください。 

例えば、経産大臣の意見に対して、「二酸化炭素排

出削減に着実に取り組みます」と回答しています。

しかし、この度の計画では、二酸化炭素の排出は現

在の静岡市の排出総量を 1.6 倍に増大させます。“着

実な取り組み”をした結果ならば、意見に答えたこ

とになりません。回答はその場しのぎで、偽りです。

方法書の中で配慮書に対する意見が活かされてい

なければ、配慮書はなんのためのものでしょう。 

配慮書への意見を活かして方法書を作り直して下

さい。 
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No. 意見の概要 事業者の見解 

5 環境影響評価方法書を素人が全部読み通す事も、

理解する事も出来ません。全て法律にのっとってい

て正しいから許されるべきだと云われるでしょう

が、第１私の住んでいる辻地区の目と鼻の先に巨大

発電所が出来る事は市や自治会の上層部しか理解し

ていません。隣組、友人にきいてもそんな市街地に

と、皆絶句します。今迄知らなかったといいます。

津波、地震、液状化と今迄はお話の中の事と思っ

ていた事が、次々現実になっています。福島の原発

の例をまつ迄もなく、絶対安全はありえません。 

地区住民がこのリスクを負ってでも売電による税

収が欲しいというのなら、それはそれで良いでしょ

う。 

しかし住民をつんぼさじきおき、知らない間に火

力発電所の建設を進める様な事は許せません。 

 本事業は、環境影響評価法並びに電気事業法に基

づき、環境影響評価手続きを行うものです。 

 方法書縦覧の公告は、新聞 7 紙朝刊にて行い、静

岡市広報でも周知しております。方法書の縦覧場所

は、県 1 ヶ所及び区役所 3 ヶ所の合計 4 ヶ所におい

て 1 ヶ月間縦覧するとともに、当社ホームページに

おいて電子縦覧を行いました。 

住民説明会は静岡市内で平日と休日の 2 回開催して

おります。 

 

 

6 経済効果は期待できません。建設中いくらか効果

がありますが、一時的なものです。危険はなかば永

久的です。雇用はたった 30 人、検査に 100～500 人

（静岡に宿泊するかも）、新しい事業が生まれるとの

言葉にも根拠はありません。むしろ３本の高い煙突

は、世界文化遺産となった三保松原、玄関口である

清水駅そして日本平からみる富士山の景観を著しく

損ない観光産業にダメージを与えます。シラス、桜

えびの漁獲減少は関係者に痛手となります。外国船

が危険な発電所を避けることによる海運業の影響、

周辺の固定資産価格の下落、災害と大気汚染を心配

する人口流出も清水の経済発展に大きな損失となり

ます。 

本方法書は環境影響評価法に基づき「環境影響評

価を行う方法」について作成したものです。経済効

果については対象外であるので、回答を控えさせて

いただきます。 

景観につきましては、準備書で環境影響評価を行

います。 

シラス、サクラエビについては、港外に漁場があ

り、排水の影響は排水口付近に留まることから影響

は少ないと考えます。 

7 静岡市議会で議員が”LNG の液化に伴う冷熱を産

業に利用したい”と発言した。これに関しては貴社

は市長、市環境影響審査会にどのように説明したの

か。貴社の LNG の液化は清水エル・エヌ・ジーが行

うものである。”別会社が行うものは環境影響評価に

含めない”と言っていることと矛盾しないか。この

ように、立地の妥当性、経済効果などで場当たりの

行政、住民説得が多く、住民は信頼できないと感じ

ている。 

冷熱利用については、当社の現時点の計画には含

まれておりません。 

 

8 さらに市議会で議員は”冷熱利用を戦略産業にし

たい”と建設賛成の意見を述べました。LNG の液化

は別会社（清水エル・エヌ・ジー）が行うものです。

本計画では、別会社が行うものは環境影響評価に含

めないと言っています。議員はそのことを知ってい

るのでしょうか。また貴社が冷熱利用を議員あるい

は市（行政）との話し合いで表明されたのでしょう

か。筋の通らない、身勝手な話です。 

 

 

 


